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１．地域防災関係 

1-1 地域防災計画・避難計画の策定と支援 

平成 25 年９月の原子力防災会議決定に基づき、道府県や市町村が作成する

地域防災計画（原子力災害対策編）（以下、「地域防災計画」という。）及び避

難計画等の具体化・充実化を支援するため、平成 27 年３月、原子力発電所の

所在する地域ごとに課題解決のためのワーキングチームとして「地域原子力防

災協議会」（以下、「協議会」という。）を設置し、その下に作業部会を置いた。

各地域の作業部会では、避難計画の策定支援や広域調整、国の実動組織の支援

等について検討し、国と関係地方公共団体が一体となって地域防災計画及び避

難計画の具体化・充実化に取り組んでいる。地域防災計画及び避難計画の具体

化・充実化が図られた地域については、緊急時対応をとりまとめ、それが原子

力災害対策指針等に照らし、地域原子力防災協議会において具体的かつ合理的

なものであることを確認し、内閣府政策統括官（原子力防災担当）は原子力防

災会議の了承を求めるため、同協議会における確認結果を原子力防災会議に報

告することとしている。緊急時対応の確認を行った地域については、緊急時対

応の具体化・充実化の支援及び緊急時対応の確認（Plan）に加え、地域原子力

防災協議会において確認した緊急時対応に基づき訓練を行い（Do）、訓練結果

から反省点を抽出し（Check）、その反省点を踏まえて当該地域における緊急時

対応の改善を図る（Action）という PDCA サイクルを導入し、継続的に地域の

防災体制の充実を図っている。 

各地域の緊急時対応については、平成 26 年度に川内地域ワーキングチーム

特別会合において「川内地域の緊急時対応」が確認され、原子力防災会議でそ

の確認結果が了承されている。また、平成 27 年度には、伊方地域原子力防災

協議会において「伊方地域の緊急時対応」が、福井エリア地域原子力防災協議

会において「高浜地域の緊急時対応」が確認され、原子力防災会議でそれらの

確認結果が了承されている。 
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表１ 平成 27 年度における地域原子力防災協議会作業部会等の活動状況 

地域 主な活動状況 計画策定の進捗状況 訓練の実施状況 開催実績 

泊 

○「泊地域の緊急時対

応」のとりまとめに向

けた検討 

○暴風雪時における対応

策を検討 

○北海道の地域防災計画を

策定済み 

 

○対象 13 町村の地域防災

計画及び避難計画を策定

済み 

○北海道原子力防災

訓練（10/21） 

○北海道原子力防災

訓練（冬季・暴風

雪）（2/5） 

○作業部会を 4回開

催 

東
通 

○青森県における検討内

容を共有 

○青森県の地域防災計画を

策定済み 

○対象 5市町の地域防災計

画及び避難計画を策定済

み 

○青森県原子力防災

訓練（10/27） 

○作業部会を 2回開

催 

女
川 

○避難計画の策定を支援 

○発災時における孤立化

への対応策を検討 

○宮城県の地域防災計画及

び避難計画を策定済み 

○対象 7市町の地域防災計

画を策定済み 

○対象 7市町のうち、4市

町の避難計画を策定済み 

○宮城県原子力防災

訓練（10/30） 

○作業部会を 1回開

催 

福
島 

○避難計画の策定を支援 

○原子力災害対策指針改

訂に伴う重点区域の防

護対策の適用に係る支

援 

○福島県の地域防災計画及

び避難計画を策定済み 

○対象 13 市町村のうち、9

市町村の地域防災計画を

策定済み 

○対象 13 市町村のうち、6

市町村の避難計画を策定

済み 

○福島県原子力防災

訓練（11/26・

28） 

○作業部会前事前調

整会を 4回開催 

東
海
第
二 

○茨城県から周辺 5県へ

の避難者の受け入れを

支援 

○茨城県の地域防災計画及

び避難計画を策定済み 

○対象 14 市町のうち、13

市町の地域防災計画を策

定済み 

○対象 14 市町の避難計画

が未策定 

○茨城県原子力防災

訓練（3/11） 

○作業部会を 2回開

催 

柏
崎
刈
羽 

○避難計画の策定を支援 ○新潟県の地域防災計画及

び避難計画を策定済み 

○対象 9市町村の地域防災

計画を策定済み 

○対象 9市町村のうち、8

市町村の避難計画を策定

済み 

○新潟県原子力防災

訓練（2/5） 

○作業部会を 1回開

催 

志
賀 

○避難行動要支援者の調

査を支援 

○避難退域時検査体制の

検討 

 

○石川県及び富山県の地域

防災計画及び避難計画を

策定済み 

○対象 9市町の地域防災計

画及び避難計画を策定済

み 

○石川県・富山県合

同原子力防災訓練

（11/23） 

○作業部会を 1回開

催 
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福
井 

○「高浜地域の緊急時対

応」のとりまとめ 

○原子力防災訓練の実施

に向けた検討 

○「大飯地域の緊急時対

応」のとりまとめに向

けた検討 

 

○福井県、京都府、滋賀県

及び岐阜県の地域防災計

画及び避難計画を策定済

み 

○対象 23 市町の地域防災

計画及び避難計画を策定

済み 

○福井県原子力防災

訓練（10/16） 

○京都府原子力防災

訓練（11/28） 

○滋賀県原子力防災

訓練（7/12） 

○岐阜県原子力防災

訓練（11/29） 

○「高浜地域の緊急

時対応」を、12

月 16 日の福井エ

リア地域原子力防

災協議会で確認、

12 月 18 日の原子

力防災会議で報

告・了承 

○協議会を 1回、作

業部会を 4回、高

浜地域分科会を 3

回、大飯地域分科

会を 2回開催 

浜
岡 

○静岡県から周辺 12 都県

への避難者の受け入れ

を支援 

○避難退域時検査の実施

場所の選定を支援 

○静岡県の地域防災計画及

び避難計画を策定済み 

○対象 11 市町の地域防災

計画を策定済み 

○対象 11 市町の避難計画

が未策定 

○静岡県原子力防災

訓練（図上）

（1/15） 

○静岡県原子力防災

訓練（実動）

（2/3） 

○作業部会を 3回開

催 

島
根 

○「島根地域の緊急時対

応」のとりまとめに向

けた検討 

〇4県にまたがる広域避

難の実効性確保のため

の支援 

○島根県及び鳥取県の地域

防災計画及び避難計画を

策定済み 

○対象 6市の地域防災計画

及び避難計画を策定済み 

○島根県・鳥取県合

同原子力防災訓練

（10/23・25） 

○作業部会を 9回開

催 

伊
方 

○「伊方地域の緊急時対

応」のとりまとめ 

○避難時における輸送力

確保のため、愛媛県と

愛媛県バス協会等との

覚書締結を支援 

○愛媛県の地域防災計画及

び避難計画を策定済み 

○対象全 8市町の地域防災

計画及び避難計画を策定

済み 

○山口県の地域防災計画を

策定済み 

○原子力総合防災訓

練（11/8・9） 

○「伊方地域の緊急

時対応」を、8月

26 日の伊方地域

原子力防災協議会

で確認、10 月 6

日の原子力防災会

議で報告・了承 

○協議会を 1回、作

業部会を７回開催 

玄
海 

○「玄海地域の緊急時対

応」のとりまとめに向

けた検討 

○発災時における離島の

孤立化への対応策を検

討 

○佐賀県、長崎県及び福岡

県の地域防災計画及び避

難計画を策定済み 

○対象全 8市町の地域防災

計画及び避難計画を策定

済み 

○佐賀県原子力防災

訓練（11/28） 

○長崎県原子力防災

訓練（11/28） 

○福岡県原子力防災

訓練（11/28） 

※３県が連携し、訓

練を実施 

○佐賀県原子力防災

図上訓練（1/22） 

○作業部会を 7回開

催 

川
内 

○鹿児島県の原子力防災

訓練の成果から改善点

を抽出、「川内地域の

緊急時対応」の改定に

向けた検討 

○鹿児島県の地域防災計画

及び避難計画を策定済み 

○対象全 9市町の地域防災

計画及び避難計画を策定

済み 

○「川内地域の緊急

時対応」に基づ

く、鹿児島県原子

力防災訓練

（12/20） 

○作業部会を 1回開

催 
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２．平成 27 年度原子力総合防災訓練 

２－１ 実施概要 

（１）位置付け及び目的 

原子力総合防災訓練は、原子力災害の対応体制を検証することを目的として、

原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力緊急事態を想定して、国、地方自

治体、電力事業者が合同で実施する訓練であり、平成 27 年度原子力総合防災

訓練は以下を目的として実施した。 

・国、地方公共団体、原子力事業者における防災体制の実効性の確認、関係

機関の協力体制の確認 

・大規模地震発生を契機とした原子力緊急事態における、中央と現地の体制や

マニュアルに定められた手順の確認 

・「伊方地域の緊急時対応」に基づく避難計画の更なる実効性の向上の検証 

・訓練結果における教訓事項の抽出、緊急時対応等の改善 

・原子力災害対策に係る要員の技能の習熟及び原子力防災に関する住民理解

の促進 

 

（２）実施時期及び対象となる発電所 

四国電力株式会社伊方発電所を対象として、平成 27 年 11 月 8 日、9日に実

施した。 

 

（３）参加機関 

・政府機関：内閣官房、内閣府、原子力規制委員会ほか関係省庁 

・地方公共団体：愛媛県、山口県、大分県、伊方町、宇和島市、八幡浜市、大

洲市、伊予市、西予市、内子町、上関町ほか関係県市町 

・事業者：四国電力株式会社 

・関係機関：放射線医学総合研究所、日本原子力研究開発機構 等 

 

（４）事故想定 

地震の影響による外部電源喪失を契機として事態が進展し、原子炉への注水

機能喪失により全面緊急事態に至り、放射性物質が放出される事象を想定した。                               

 

（５）訓練内容 

本訓練は「伊方地域の緊急時対応」に基づく避難計画の実効性を更に向上さ

せることを狙いとして、愛媛県佐田岬半島において道路が被災した状況を付与

し、海路も含め、状況に応じた避難等に係る意思決定や実動の訓練を実施した。

主な訓練内容は以下のとおり。 
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・迅速な初動体制の確立訓練 

・中央と現地組織の連携による避難計画等に係る意思決定訓練 

・全面緊急事態を受けた実動訓練 

 

２－２ 訓練後の取組 

平成 27 年度原子力総合防災訓練後、専門家の意見や訓練に参加した住民等

のアンケート結果等から、改善点を抽出し、平成 28 年３月、『平成 27 年度原

子力総合防災訓練実施成果報告書』を取りまとめた。今後、本実施成果報告書

に掲げられた、佐田岬半島の孤立防止対策、渋滞緩和策、避難時間の確認、及

び災害対策拠点における運営や連携等の観点から抽出した改善点を踏まえ、地

域原子力防災協議会での検討を通じて、「伊方地域の緊急時対応」や各種マニ

ュアルの改善等を進めていく。また、原子力総合防災訓練についても、訓練の

実施方法やメニューの更なる充実化を図り、より実戦的な訓練となるよう絶え

ず不断の見直しを進めていく。 

 

３．研修関係 

３－１ 地方公共団体や事業者における防災訓練や研修のための取組み 

（１）地方公共団体における原子力防災訓練への支援 

原子力施設の立地地方公共団体又は隣接する地方公共団体は、災害対策基本

法に基づき年に一度の頻度で、原子力防災訓練を実施することとなっている。

関係道府県が主催する訓練では、道府県知事をはじめとする地方公共団体及び

自衛隊、海上保安庁、警察、消防といった国や地域の関係実動組織も参加し、

住民避難や避難退域時検査については一部実動を取り入れた形で実施されて

いる。 

地域原子力防災協議会においては、地域防災計画及び避難計画の具体化・充

実化が図られた地域について、地域防災計画及び避難計画の具体性や実効性の

検証を目的として、訓練の企画・実施や評価方法の普及、訓練を通じた PDCA

サイクルの実践等、必要な支援を行った 

 

（２）地方公共団体や実働機関等の職員への研修の実施 

  内閣府政策統括官（原子力防災担当）では、地方公共団体等の防災業務関係

者に原子力防災対策指針の防護措置の考え方を理解していただくととともに、

原子力災害時の対応力の向上を目的として、原子力防災基礎研修、バス等運転

業務者研修及び災害対策本部要員研修・図上演習を実施した。 

①原子力防災基礎研修 

  原子力防災基礎研修は、原子力防災に初めて関わる災害対策要員を対象と
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し、放射線や防災に関する法令、原子力災害対策指針の概要、福島第一原子

力発電所事故から得られた教訓を踏まえた防災に関する基礎知識等を修得

することを目的として実施している。平成 27 年度においては、26 回開催し

た。主な研修内容は、以下のとおりである。 

・放射線の基礎知識 

  ・放射線測定器の取扱い、防護服等の脱着方法 

  ・原子力災害対策指針に基づいた放射線防護の基本的な考え方 

  ・原子力防災活動における役割分担の考え方 等 

 

【平成 27 年度原子力防災研修の実績】 

  自治体名 会 場 実施日 参加人員 

1 北海道 後志総合振興局 7 月 9日(木)、10 日(金) ７７名 

2 鹿児島県 ＮＣサンプラザ 7 月 13 日(月)、14 日(火) ７１名 

3 新潟県 学生総合プラザＳＴＥＰ 7 月 13 日(月)、14 日(火) ８０名 

4 長崎県 長崎県ＪＡせいひ 7 月 16 日(木)、17 日(金) ５９名 

5 島根県 松江テルサ 
7 月 16 日(木)、17 日(金)（7月

17 日(金)は台風のため中止） 
５４名 

6 青森県 青森県観光物産館アスパム 9 月 1日(火)、 2 日(水) ５５名 

7 宮城県 宮城県女川暫定オフサイトセンター 8 月 6日(木)、7日(金) ６４名 

8 福島県 福島テルサ 7 月 29 日(水)、30 日(木) ６４名 

9 茨城県 茨城県原子力オフサイトセンター 8 月 27 日(木)、28 日(金) ４１名 

10 神奈川県 横浜ワールドポーターズ 8 月 25 日(火)、26 日(水) ６９名 

11 福井県 プラザ萬象 9 月 16 日(水)、17 日(木) ６５名 

12 静岡県 静岡県原子力広報研修センター 7 月 22 日(水)、23 日(木) ５５名 

13 京都府 舞鶴市商工観光センター 9 月 3日(木)、4日(金) ４７名 

14 大阪府 大阪府熊取オフサイトセンター 9 月 10 日(木)、11 日(金) ７２名 

15 鳥取県 米子コンベンションセンター 7 月 28 日(火)、29 日(水) ６８名 

16 岡山県 岡山県生涯学習センター 8 月 19 日(水) ５９名 

17 愛媛県 ひめぎんホール 7 月 23 日(木)、24 日(金) ５８名 

18 福岡県 ホテルレガロ福岡 8 月 6日(木)、7日(金) ６５名 

19 佐賀県 虹の松原ホテル 8 月 3日(月)、4日(火) ６０名 

20 

東京都 羽田タートルサービス会議室 

10 月 8 日(木)、9日(金) ２１名 

21 10 月 15 日(木)、16 日(金) １７名 

22 11 月 19 日(木)、20 日(金) ３７名 

23 福岡県 ホテルレガロ福岡 9 月 29 日(火)、30 日(水) ２７名 

24 鹿児島県 ＮＣサンプラザ 10 月 5 日(月)、6日(火) ４６名 
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25 島根県 松江テルサ 11 月 5 日(木)、6日(金) ４０名 

26 青森県 青森県観光物産館アスパム 11 月 10 日(火)、11 日(水) ３１名 

  

②バス等運転業務者研修 

  バス等運転業務者研修は、バス等運転業務者等が原子力災害時に住民防護

活動を行うために必要となる放射線防護のために必要な基礎知識、原子力災

害対策指針の概要及び住民防護活動の流れと防護処置等を習得することを目

的として実施している。平成 27 年度においては、８回開催した。主な研修内

容は、以下のとおりである。 

   ・放射線の基礎知識 

   ・放射線測定器の取扱い、防護服等の脱着方法 

   ・原子力災害対策指針に基づいた放射線防護の基本的な考え方 等 

 

【平成 27年度バス等運転業務者研修の実績】 

 自治体名 会 場 実施日 参加人員 

1 滋賀県 ＪＡ滋賀中央会 滋賀県農業教育情報センター 7 月 1日（水） ３２名 

2 福井県 小浜市文化会館 1 月 28 日（木） ３８名 

3 滋賀県 ホテル サンルート彦根 2 月 17 日（水） ２９名 

4 愛媛県 国道九四フェリー佐賀関営業所 3 月 9日（水） １０名 

5 愛媛県 愛媛県トラック協会研修センター 3 月 11 日（金） １２名 

6 愛媛県 愛媛県トラック協会研修センター 3 月 11 日（金） １６名 

7 福島県 いわき合同庁舎 3 月 14 日（月） １５名 

8 愛媛県 松山観光港 3 月 17 日（木） ２０名 

 

③災害対策本部要員研修・図上演習 

災害対策本部要員研修・図上演習は、原子力防災に係る地方公共団体職員、

実動機関等の災害対策要員が原子力災害対応業務能力を習得すること、災害

対策本部要員が緊急時の対応能力を習得すること等を目的として実施してい

る。また、図上演習においては、原子力発電所立地地方公共団体が制定して

いる地域防災計画及び避難計画の検証並びに改善を図ることを目的としてい

る。平成 27 年度においては、６回開催した。主な研修内容は、以下のとおり

である。 

  ・原子力災害対策指針に基づいた放射線防護の考え方 

  ・緊急事態応急対策拠点施設（ＯＦＣ）における活動（座学・実習） 

  ・訓練シナリオに基づいた図上演習 等 
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【平成 27年度災害対策要員研修・本部図上演習の実績】 

 自治体名 会場 実施日 参加人員 

1 北海道 北海道原子力防災センター（新） 
9 月 15 日(火)、16 日(水) ７５名 

9 月 17 日(木) ７４名 

2 青森県 東通村防災センター 
12 月 15 日(火)、16 日(水) ６８名 

12 月 17 日(木) ６８名 

3 島根県 島根県原子力防災センター 
9 月 29 日(火)、30 日(水) ８０名 

10 月 1 日(木) ９０名 

4 愛媛県 愛媛県オフサイトセンター（新） 
8 月 19 日(水)、20 日(木) ９１名 

8 月 21 日(金) ９２名 

5 佐賀県 佐賀県オフサイトセンター 
10 月 14 日(水)、15 日(木) ６３名 

10 月 16 日(金) ６３名 

6 鹿児島県 鹿児島県原子力防災センター 
11 月 18 日(水)、19 日(木) ７１名 

11 月 20 日(金) ５７名 

※災害対策要員研修（2日間）の参加人員は、2日間のうち多い方の日の人数とした。 

 

４．指針等の策定 

（１）原子力災害発生時等における避難者の受入に係る指針 

原子力災害発生時等に備えた受入市町村による事前の準備や、原子力災

害発生時等の実際の避難所、福祉避難所等の設置・運営のため、必要と考

えられる事項を示すことにより、受入市町村及び避難元市町村の避難等受

入れに関する手順の具体化を図り、具体的な取組みを促進することを目的

として、「原子力災害発生時等における避難者の受入に係る指針」を策定し

た。 

（URL）http://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_ukeireshishin1.pdf 

 

（２）避難時間推計のためのガイダンス 

これまで避難時間推計を実施してきた地方公共団体からの声をはじめ、

原子力災害対策指針や避難時間推計の国際的な動向を踏まえ、避難計画の

実効性向上の観点から避難時間推計を活用するための考え方やこれに基づ

く避難時間推計シナリオの設定や結果の評価方法を明確にすることを目的

として、「避難時間推計のためのガイダンス」を策定した。 

（URL）http://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_ete_guidance.pdf 

 

  

http://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_ete_guidance.pdf
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５．各地域における主な取組み事例 

（１）避難車両シールの配布（川内地域の緊急時対応 p38） 

 

（２）避難先選定のためのシステム（川内地域の緊急時対応 p48）                

  

 


